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第１章　調査の概要

１．背　景

　2003 年１月、ミャンマー連邦（以下、「ミャンマー」と記す）政府から日本政府に対し、初等

教育行政アドバイザーの派遣の要請がなされた。その後、2004 年６月には、この案件に関して

ミャンマー政府からより具体的な要望内容、調査内容（Terms of Reference：TOR）が提示され

るとともに、教育行政分野での新規案件の形成可能性に関する協議がミャンマー政府教育省と

JICAミャンマー事務所の間で行われた（付属資料１．参照）。これを契機に、上記専門家派遣の

内容確定及び教育行政分野新規案件形成のため、プロジェクト形成調査をする必要が認識され、

本調査団の派遣が決定した。

２．目　的

　上記のような背景を勘案し、この調査の目的は以下のとおりとした。

（１）初等教育行政アドバイザーの TOR 案の確定

（２）教育行政分野での新規案件形成の可能性調査

（３）今後のミャンマーへの教育協力全体に関する提言

（４）以上を目的とした現地でのセミナー実施

３．調査団構成・日程

（１）調査団構成

黒田　一雄　早稲田大学 大学院 アジア太平洋研究科 助教授

（２）期　間

2004 年８月 10 ～ 27 日（18 日間）

（日程については付属資料２．参照）
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第２章　活動内容

１．初中等教育行政分野における日本の協力可能性及び教育分野全般における日本の協力方向性

に関する調査

　上記の目的のため、ミャンマー政府教育省では、教育政策訓練局、第一基礎教育局、第二基礎

教育局、第三基礎教育局、教育研究部の各総局長以下主要な政策担当官及び Yankin Education

College 内の基礎教育リソース開発センター（BERDC）の職員と面談し、聞き取り調査を行っ

た。また、関係機関としてYangon Institute of Education でも聞き取り調査を行った。

　フィールドとして訪問したマンダレーにおいては、DEO及び TEO数名と協議の機会をもち、

また国連児童基金（UNICEF）のCFS対象校、JICAのCCA対象校、及びそのいずれでもない小

学校の３校及びマンダレー教育大学を訪問した。

　他ドナーに関しては、ミャンマーの教育セクターにおいて JICA 以外の唯一のドナーである

UNICEF と、今後の展開を検討している DFID（英国大使館内）を訪問し、協議を行った。

２．MOE/DEPT/JICA Seminar (1st/2004) on “The Experience of Japan’s Educational

Development”の開催

　今回調査団では、調査のみではなく、教育省職員のキャパシティービルディングのためのセミ

ナーを開催する用意があるとの申し入れをミャンマー事務所から行ったところ、U Bo Win 教育

計画訓練局総局長から「日本の教育開発経験に関するセミナーを開催してほしい」との要請が

あった。また、JICAでは2002年度に「教育・保健分野における日本の政策・アプローチ研究会」

を主催し、報告書『日本の教育経験－途上国の教育開発を考える－』として出版して間もないこ

ともあり、上記研究会の委員であった調査団員がその成果を活用しながら、「日本の教育開発経

験」に関するセミナー開催することで合意された。

　当日のプログラム（付属資料３．参照）は、U Bo Win教育計画訓練局総局長及び佐々木 JICA

ミャンマー事務所長の挨拶ののち、午前中に日本の教育経験に関するパワーポイントの解説と

講演を調査団員が行い（付属資料４．参照）、午後にミャンマー教育省のプロジェクト責任者か

ら JICA の CCA プロジェクトの説明及び日本留学経験者５名による日本の教育に関するパネル

ディスカッションで構成された。

　休日にもかかわらず、総局長３名を含む 100 名余りの参加があり、盛況なセミナーとなった

（出席者リストは付属資料５．参照）。

3． MOE/DEPT/JICA Seminar (2nd/2004) on “International Trend of Educational Development

and Micro Planning in Education”の開催と TEO対象の研修モジュール案の開発

　教育行政分野に関する案件形成の準備として、TEO対象のマイクロプランニング導入の可能

性を探るため、中央の教育行政官を対象に世界的な教育開発の潮流とそのなかでのマイクロプ

ランニングに位置づけを説明し、ミャンマーにおける導入可能性を議論するためのセミナーを

開催した。

　当日のプログラム（付属資料６．参照）は、午前中に上記テーマに関する講演を調査団員が行

い（付属資料７．参照）、午後にミャンマー教育省の中央行政官や教育大学教員が３グループに
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分かれ、マイクロプランニングをミャンマーに導入することの必要性・可能性と問題点・課題・

リスクなどについて議論をし、最後に発表をしあう形で行われた。議論を深めるため、当初参

加人数を15名程度とする方針であったが、教育省から増員の強い申し出があり、総局長２名を

含む約30名の参加を得て、活発な議論が行われた（出席者リストは付属資料８．参照、討論の結

果については付属資料９．参照）。
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第３章　教育行政上の課題

１．教育予算の少なさとコミュニティーへの依存

　国連教育科学文化機関（UNESCO）のEFA Global Monitoring Report2003/4によると、ミャン

マーにおける教育への公的支出は対GNP比で0.6％となっている。統計的な信頼性には問題があ

るものの、この数字を明らかにしている約130の国々のなかで、ミャンマーは、実に最低の数字

を有する国である。教育への公的支出対 GNP 比は、世界平均で 4.5％、途上国だけの平均でも

4.1％であるので、ミヤンマーにおけるこの数字の低さがいかに異常なものであるか、が理解で

きる（ただし、この報告書では、ミヤンマーの教育支出対政府支出比の「National Estimate」を

18.1 ％としている。これは他の途上国に比して決して低い水準ではないが、積算根拠には大い

に疑問がある）。また、国連開発計画（UNDP）の人間開発報告2003年度版においても、1998～

2000年までの同国における教育への公的支出のGNPの0.5％と推計しており、この数字はやはり

世界最低となっている。また、政府支出総額に占める割合も、人間開発報告ではUNESCO統計

研究所の推計を基に9.0％という数字を掲載しており、これはこの数字を推計できた100か国弱

の国のなかで下から７番目の低い水準となっている。同程度の発展レベルの国々や近隣の東南

アジア・南アジア諸国と比較しても、ミャンマーにおける教育への公的支出の対GNP比は、極

めて低い水準であることは明らかである。このような乏しい教育財政を改善するため、EFA

National Action Plan では 2002年の 0.4％を 2015年までに 0.7％に高めていく計画を示されてい

る。しかし、この計画が達成されても、この国の教育支出が世界最低の水準であることに変わり

はない。

　各小学校が政府から受け取る年間予算は、教員給与や教室の修復や建設の場合を除くと、

2,000～ 3,000チャット（200～ 300円程度）程度であるとの報告もあり、また児童中心型教育強

化プロジェクト事前評価調査（第２次）で実施した３パイロットタウンシップの実証調査におい

ても、教室修復や建設を含めた１学校当たりの政府からの年間予算は７万～18万チャット程度

であることがわかっている。対象３タウンシップのうち、２つのタウンシップにおいて政府か

らの補助金はほとんどすべてが教室修繕や建設費であり、その他の学校レベルでの教育改善に

向けた予算は政府から学校にほとんど措置されていないことが報告されている。教室の修繕や建

設以外に、中央政府からほとんど学校レベルに予算が下りてこないことは、今回調査のインタ

ビューでも、TEOはじめ地方教育行政官のみならず、中央の教育行政官からも繰り返し指摘さ

れた。

　このような乏しい教育財政の状況を補っているのが、コミュニティーからのリソースの投入

である。ミャンマーの初等教育レベルでは授業料は徴収されていないが、８割以上の学校で

PTA 費が徴収されており、学校評議会を通じての寄付も励行されている（EFA National Action

Plan 77p 参照）。上記事前評価調査でも、対象３タウンシップにおいて、いずれも約半分の教育

予算が学校評議会や親や教師からの課徴金・寄付で賄われていることが明らかにされている。ま

た、教員給与は教育予算の８～９割を占めるが、個々の教員の給与は非常に低いため、この給

与だけでは生活のできない教員が自分の生徒の家庭教師をして生計を立てていることが問題視さ

れている。しかし、これも形態を変えたコミュニティーからの教育へのリソース投入といえる。

　また、中央政府からの投入のうち、教員給与に次いで大きな部分を占める学校建設や修復の費
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用も、現場のニーズに比すると著しく不足しており、原則的にはこのような費用もコミュニ

ティーが負担することになっている。したがって、コミュニティー間の経済格差によって、教

育環境の整備にも大きな格差がみられる。

２．極端な中央集権

　上記のように、中央政府は教員給与のほかには、ほとんど教育関連経費を負担できていない

にもかかわらず、その教育行政のあり方は、極めて中央集権的である。教員養成・研修、教員採

用・配置、教育内容、学校暦・学校行事などの学校や教員のあり方に関する意思決定は中央でな

され下達される。地方レベルでタウンシップの学校を取りまとめる中核的な教育行政官である

DEO（中等教育を担当）、TEO（初等教育を担当）も、基本的に、中央から与えられた政策・計

画の実施者であり、自ら計画を立案することは最近まで期待されていなかった。また、この国の

政治状況において、政府全体としての地方分権はいまだオープンに議論できる状況にはなく、教

育においても極端に中央集権的な状況が温存されてきたといえる。ほかの途上国においては、世

界銀行や地域開発銀行が教育の地方分権化を推進しており、それは世界的潮流とも呼べるほど

になっているが、このような機関から援助を得られていないこの国では、極端な中央集権が問題

として意識されることも少なかった。したがって、ほかの途上国ではEFAの重要課題として認

識されている地方分権化が、この国の EFA National Action Plan ではほとんど議論されていな

い。

　通常、教育行政の中央集権は、ローカルのニーズを把握し、ローカルの状況に適した教育サー

ビスを提供することに適さず、教育の効率性や妥当性に対する悪影響が問われてきたが、一方

で教育財政の地方への配分を促進し、教育の平等の実現という観点からは一定の長所も認めら

れてきた。しかし、ミャンマーにおいては、既述のとおり、教育財政が極端に弱く、学校予算

をコミュニティーに頼る状況があり、既に大きな学校間地域間格差がみられる。つまり、中央

集権によって妥当性や効率性が犠牲にされながら、平等が増進されるという効果もないという、

政策的に正当化できる中央集権体制ではない。ただし、全体の政治状況の変革を待たなければ、

教育セクターだけが分権化できるような状況にはないだろう。

　正確な統計データを得ることは困難であるが、初等教育の純就学率が８～９割を超えてくる

と、ラスト10％、５％の非常に困難な状況を抱えた少数民族や、障害児、辺境地居住民、極端な

貧困層の就学促進が必要となる。このような個別のニーズを有し、個別の対策を必要とする層

を対象に教育政策を立案・実施する場合、中央政府の一元的な政策決定・中央集権的な体制は大

きな障害となろう。ただし、このような状況をかんがみて、近年では後述するように、極めて微

細ではあるが教育の地方分権化の萌芽がみられる。

３．縦割りの行政機構と高等教育行政

　ミャンマー教育省は、教育計画や教員養成を統括する教育政策訓練局（DEPT）と、それぞれ

違った地域を対象とする基礎教育第一局から第三局（DBE1－3）、ノンフォーマル教育や教育研

究を担当する教育研究部（MERB）、そして高等教育局（Department of Higher Education）から

なる。このうち、DEPTとDBE1－ 3には職掌に重複・役割分担の曖昧さがみられ、特にEFAの

National CoordinatorをDEPTの総局長ではなく、DBE1の総局長が務めていることから、開発し

たモジュールやマニュアルが完全に共有されないなどの業務の不整合がおきている。
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　また、高等教育局はこのなかでも際立って独立性が高く、小中学校の教員養成校であるECは

DEPT に所属するものの、高校教員や ECの教員の養成にあたる２つの IOE（ヤンゴンとマンダ

レーに所在する）は高等教育局の管轄下にあり、IOEと DEPT・DBE1 － 3との協力関係の障害

となっている。

　ミャンマーの高等教育機関は高等教育局に管轄される大学群と、各省庁によって設立され、

その管轄下にある単科大学群に分けられ、後者は近年増加傾向にある。これは、近年ラオスや

ベトナムなどの移行経済諸国の高等教育改革において、省庁ごとの高等教育機関が大学に統合

されてきている状況と逆行している。このような高等教育政策は高等教育の効率性という点から

も問題であるが、場当たり的な単科大学設立による教員人材の不足という実質的な課題も表面

化している。

４．教育行政官のキャパシティー

　DEPT や DBE の職員は教師としての経験のある人材が多い。教師から校長や EC教官を経て、

TEOやDEO、教育省職員などの教育行政官になっていくキャリアパスも確立している。教育行

政官が教育現場の経験があることは、教育行政上においても様々な利点があるが、一方で、行

政や計画・政策という分野での訓練を十分に受けていない行政官が、教育省の場合、特に多くな

るという問題を生じさせる。DEPTは新任のDEO、TEO向けに行政手法の研修を行っており、そ

のためのハンドブックも開発されている（付属資料10．参照）。しかし、その後の研修について

はほとんど実施されておらず、１年に１度、５月に教育省によって開催される全国的な教育行政

官の会議が、実質的に研修・情報伝達の機会になっている程度である。IOEにおいても、教育行

政・計画分野の教官は存在するが、現職の教育行政官を対象とした研修は行われていない。ま

た、TEOは全国に点在しており、その行政能力にも大きな格差があるということが、教育省では

重要な課題として認識されている。

　中央の教育行政官も基本的には教員としての訓練を受けた人たちであり（トップには軍人が

座っているケースも多い）、教育政策・計画について体系的な訓練を受けた人材は非常に少な

い。中央レベルの職員の能力向上に資するため、インド政府の協力の下、現在インドの国立教

育政策行政研究所での３か月間（帰国して３か月間）の研修が実施されており、既に５人が学

び、今後も継続的に派遣される予定である。

　特筆すべきは、教育省における日本留学経験者の多さである。今回調査のインタビューによる

と、高等教育総局を除く教育省部局で約 50 名、DEPT の政策課では Planning Officer や Deputy

Planning Officerの総数 11名のうち、実に７名が日本留学経験者であった。彼らはほとんどすべ

て文部科学省による教員研修留学生の経験者であり、ほかの先進国が政治的な問題からミャン

マー人への奨学金の供与に消極的な現状下で、年間10～20名にも及ぶ教員が日本に留学してき

たことの結果である。彼らのほとんどは日本への留学当初、ECや高校の教員であったが、現在

のミャンマーでは貴重な留学経験を評価されて、行政官に昇進したケースが多い、とのことで

あった。上記「日本の教育開発経験」セミナーも、この日本留学経験者に協力していただき、成

功裡に開催することができた。

　また、マイクロプランニングに関するセミナーでの議論は活発であったのみならず、最後に発

表された議論の成果は水準の高いもので、中央レベルの教育行政官には、一定の基本的なキャパ

シティーが既にあると判断された。しかし、上記インドでの研修を除くと、国際的にある程度



－ 7－

標準化されている教育政策上の技術・知見に対するアクセスがほとんどないため、中央レベルの

教育行政官の能力も、著しく欠落している分野（財務分析や教員配置政策）も存在する。

５．EMIS 整備・スクールマッピング

　EMIS の整備はミャンマーEFA National Action Plan においても、最重要６戦略のうちのひと

つとして明確に位置づけられている。学校レベル・タウンシップレベルの教育統計は４か月ごと

に集計されるが、現在のところ現場や地方レベルでのマネージメントでの活用は校長やTEOの

裁量に任されているのが実情である。現在 EFA のためのMonitoring Indicator の選択・整理が

DEPT と DBE1 の共同で進んでいるが、その実施のためのキャパシティーにはいまだ課題があ

る。

　スクールマッピングは 1997 年に School Control Book の整備がなされたが、継続的な活動と

はならなかった。2001年度からは JICAの開発調査コンポーネントCの小学校建設により、一

部のタウンシップでスクールマッピングが実施され、またDEPTと国連児童基金（UNICEF）の

共同により、パイロット的に３タウンシップで EMIS 整備のための Educational Needs Mapping

Surveyが実施され、2004年５月に報告書が完成している。今回の教育省でのインタビューでは、

このパイロット的なスクールマッピングは、複雑すぎてコストがかかるため、全国に拡大する

ためにはより単純化した手法が確立されるべきであるとの、意見が多く聞かれた。

６．マイクロプランニングの本格導入の必要性

　以上のような教育行政の状況を勘案して、特に現在のミャンマーに必要と考えられるのはマ

イクロプランニングの本格的導入とその強化である、と考えられる。マイクロプランニングは

EFA 達成のためのローカルのニーズの把握とローカルに適した事業形成・予算の配分、そして

ローカルのリソースの活用などを目的とするが、通常、教育の地方分権化が国際機関の要請や

教育以外のシステムの分権化と歩調を合わせる形で進展していく多くの途上国において、ボト

ルネックとなりがちな地方教育行政官のキャパシティーの問題を改善するために導入されること

が多い。一方、ミャンマーの状況では、特有の政治情勢から地方分権化の方向性はいまだ明確

ではない。しかし、この国の抱える教育行政上の構造的かつ最大の課題は、上述のように、教

育予算の少なさと、行き過ぎた中央集権であり、これらの改善のためには、問題解決への道筋を

提案していくことが不可欠となる。

　教育予算の増加は一朝一夕に実現できることではなく、まさに政治的リーダーシップが必要

となる課題である。しかし、教育省も手をこまねいて、教育の重要性や国際的水準との格差を

訴えるばかりではなく、中央から地方に一定の教育予算を拠出することがいかに大きな効果を

もつかを実証して、予算当局や中枢の政治的権力に示す必要がある。また、限られた予算を最

大限有効かつ公平に使用するためには、教員給与と学校建設・整備以外にはほとんど中央から

の資金が供与されない現状から、教育に対して総合的に予算措置できる体制を整備する必要が

あり、そのためにもマイクロプランニングの有する可能性は大きい。

　また、マイクロプランニングのキャパシティーを地方教育行政官の要であるTEOやDEOが有

することは、今後の教育行政の地方分権化への道筋を開く端緒となろう。この国では全体的な

地方分権化は未だ微妙な課題であるが、マイクロプランニングは既に教育大臣によって署名さ

れ内閣の承認も得ているEFA National Action Plan にも明記され、政府は既に積極的な態度を明
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文化している。今回の調査では高等教育局を除く、教育省のすべての総局長にマイクロプラン

ニングに対する考え方を問うたが、全員からマイクロプランニングへの積極的な意見が表明さ

れた。また、既にDBE1 が中心となり、EFA TIP の概要を作成し、2003 年５月の教育省全国セ

ミナーで発表、一部のタウンシップでは計画が作成され、実施されている（しかし、ここで示さ

れている計画策定の手法は極めて単純・簡易なもので、TEOに対して具体的なトレーニングの

機会も予算措置もなされず、その策定や実施も個々のタウンシップの努力目標の域を越えてい

ないため、実質的なインパクトを発現するに至っていない）。また、DBE 1とMERBは内務省と

共同で、内務大臣の出身タウンシップでの計画立案をモデル的に実施している。このようにマイ

クロプランニングに対して、政治的なコンセンサスが形成され、政策的な関心が高まるなかで、

よりマイクロプランニング実施のための日本はタンザニアやマラウィ、ベトナムでのマイクロ

プランニングを含んだ開発調査やインドネシアなどの実証調査の経験を踏まえた協力が可能であ

ろう。

　以上のようにミャンマーにおけるマイクロプランニングの主要な目的は、EFA を実現するた

めのローカルのニーズをくみ上げ、対処する装置としての技術的な意味と、それに続く本格的

な地方分権化や教育財政の増強に実証を通じて道を開く戦略的な意味があると考える。また、

長期的には政治構造の民主化にも貢献するものであろう。
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第４章　今後の教育協力に関する提言

１．2004 年度教育行政アドバイザーの派遣

　2004 年度に要請され、派遣が決定している教育行政アドバイザーの Terms  o f  Refe rence

（TOR）には、TEOを対象とした様々な研修項目に関するモジュール及び教材の開発が盛り込ま

れていたが、教育行政官対象の研修モジュールには既に開発されたものも多く、今回の調査で

は、そのなかでも特にマイクロプランニングにかかわる研修モジュールの開発に注力すべきこ

とが明らかになった。また、今回のプロジェクト形成調査は短期間であったため、教育行政分

野全体のニーズについて包括的な実証調査を行うことができなかった。特に、TEOやDEOの行

政能力やEMIS活用能力のベースライン調査による把握と教育財政の詳細な分析は、この国の今

後の教育行政能力の向上のための政策展開・プロジェクトの事前準備として、ぜひとも必要であ

ろう。そのためには、これまで日本が実施してきたマイクロプランニングを含んだ開発調査や

実証型の教育開発調査の経験者、若しくはこれらにより蓄積されてきた経験や知見にアクセスの

ある者を、３か月程度派遣することが望ましい。その意味で、大学人や日本の教育行政官の派遣

とせず、コンサルタントの派遣を検討すべきである。

２．教育行政強化開発調査

　前述のように、マイクロプランニングを本格的にこの国に定着させ、EFA 達成のためのロー

カルなニーズアセスメントとソーシャルマーケティングを行い、ひいては教育財政の増強や地方

分権化に道を開くには、TEOのキャパシティービルディングとパイロットタウンシップでマイ

クロプランニングにより策定された計画に実際に資金を流してみる実証調査が必要である。この

開発調査が、目的を達成し、効率的効果的な運営を実現するためには、以下の点が必要となる。

（1）マイクロプランニングの実施にあたり、DEPT と DBE の完全な協同体制をつくる。特に

EFA の達成過程における明確な位置づけと、これまでの調査研究や開発されたマニュアル類

を完全に共有しながら、この開発調査は実施される必要がある。

（2）モデルタウンシップの選択にはいくつかの可能性がある。第１の可能性は、27 の CCAの対

象タウンシップである。事業の相乗効果から考えて望ましい。しかし、このうち 20 は EC の

所在するタウンシップが選ばれており、比較的都会的で裕福な地域となっているので、公正

に配慮し、モデルタウンシップの多様性を確保して実証性を高めるため、５～ 10 の特に貧困

なタウンシップを追加する形態が第２の可能性になる。第３の可能性としては、公正や貧困

対策を優先させて、CFSの対象となっていない貧困なタウンシップから予算にあわせたタウ

ンシップを選択する方法もある。対象となる貧困なタウンシップを選択する際には、JICA の

他セクターでの支援地域との整合性も参考にする必要があろう。

（3）マイクロプランニングによって策定されたタウンシップ教育開発計画の一部に実際に一定の

資金を供与し、その効果を実証するべきである。これまでのマラウィやタンザニア・ベトナム

での地域計画の策定はその後の政府やセクタープログラムからの予算配置が想定されており、

地方教育行政官のキャパシティービルディングに力点が置かれていた。ミャンマーにおいて

も、学校建設・整備の予算や特別プロジェクト予算を柔軟に使用することによって、そのよう

な予算措置が将来的には可能であろうが、この実証では、ミャンマーの教育分権化や、予算の
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増強に資するため、インドネシアREDIPのように、最低限の資金を流すことによって、その効

果を実証する必要がある。

（4）マイクロプランニングの前提となるスクールマッピング・教育統計は、可能な限り単純化

し、通常の教育統計作成の過程を改善整備するものとし、持続可能性をもたせる。

（5）マイクロプランニングにおいては、上記TIPや内務省との合同調査等を、スクールマッピン

グにおいては、上記の国連児童基金（UNICEF）との合同調査やCFSで開発されたモジュール

を最大限活用する。

（6）コミュニティーからのマッチングファンドを要求する場合には、その地域の社会経済的状況

に配慮する。

（7）タウンシップ教育計画とともに、学校計画の作成もコンポーネントとし、コミュニティーか

らの資金協力の活性化と、その公正で有効な活用システムの構築に資する。

（8）最終的には、中央レベルの計画能力の向上と EMIS の体制整備、中央各部局間・中央と地方

の役割分担の明確化に資するものとする。

３．CCAプロジェクトへの提言

　児童中心型教育強化プロジェクト（CCAプロジェクト）は既に２回の事前評価調査と補完調査

が完了し、そのプロジェクトデザインもほぼ完成している。ここでは、限られた期間ではあった

が、教育省との協議のなかで顕在化した課題について述べる。

（1）拠点の設置

　　本事業では、20 の全教育大学を対象とすることが決定されている。20 の大学を対象とする

ことは、困難が予想されるが、CCA の全国展開を想定した場合、全教育大学を事業対象とす

ることは必要不可欠であろう。しかし、事業実施の便や今後の持続可能性を考えると、20 の

大学に対して広く薄くリソースを投入していくだけでなく、BERDCの拠点的な機能を育成し

ていくことが必要となる。今回協議においては、DEPT総局長から、今後の展開に向けてヤン

ゴンのヤンキン EC 内だけではなく、マンダレーに所在する EC にも BERDC の支部を設け

て、各 DBE や北部の EC との連携をいっそう緊密にしてはどうか、との提案がなされた。こ

のような提案の推進も含めて、CCA 拠点の育成に重点が置かれるべきであろう。

（2） IOEとの連携

　　ミャンマーにおける CCA 拠点を考える場合、少々複雑な位置を占めるのが IOE である。

IOEはもともと高等師範として設立され、中等教育の教員養成ばかりではなく、ECの教官養

成の任を追っている。今回調査の聞き取りでも、EC の教員のほとんどは、ヤンゴンかマンダ

レーの IOE の卒業生か、若しくは現在遠隔での指導を受けているとのことであった。歴史的

経緯やキャパシティーを考慮すると、IOE は CCA を全国展開する拠点として、適当な機関と

いえる。しかし、IOE は高等教育局の管轄にあり、DEPT の管轄下にある EC とは、DEPT に

とっての使い勝手が違う。既にBERDCがヤンキン ECを拠点として始動していることを考慮

すると、現状において拠点の変更を提言するものでないが、CCAを継続的に全国展開してい

くことを考えると、今後の CCAのセミナー開催などにあたっては、できる限り IOE を巻き込

んでいく、少なくとも IOE からの参加を促進する必要があろう。
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（3）全国展開への認識の継続的な確認の必要性

　　CCAはミャンマー全土において実施されるべき教育方法であるとの認識は教育省内部におい

ても共有されている。しかし、この度のプロジェクトは 27 のタウンシップを対象とするとい

う数字が一人歩きしている感があり、20の ECすべてを対象とするのも、将来的に全国展開す

るための第一歩であるという認識が、地方を含む関係者に徹底されていない、との印象を得

た。この点に関しては、事業展開の過程でも、繰り返し確認していく必要のある方向性であろ

う。

　

４．学校建設の是非

　当初、教育省からは小学校建設の要請があがっていた。特に都市部における１教室当たりの学

生数が過多であることを考慮するとその要請は妥当なものにみえる。しかし、ミャンマーでは基

本的に一般無償資金協力がいまだ凍結されている状況であるとともに、小学校の建設は上記の

ように基本的にコミュニティーによってなされ、政府の財政支出が散発的であることから、日

本の従来型の学校建設はなじまない可能性が高い。また、学校区が明確にされていないため、

質の良い学校に学生が集まる傾向にあり、学生数の多い教室建設のニーズの高い学校は教育の

質や生徒の社会経済的水準も既に比較的高い学校であることが多く、学校建設を教室ニーズに

基づいて行うことは、教育の格差を大きくする可能性もある。

　一方、政府が掲げる１村１小学校を実現するための学校建設はアクセスの確保という面から

は検討に値する。ただし、既にこの政策の結果として、１校当たりの学生数のばらつきが激し

く、僻地に存在する小規模校では十分な教員を確保できず、教育の質が懸念される。このうえ、

学校建設により小規模校を増加させて、教育の質や効率性を低下させることがマクロの教育政

策として正当化できるかは、十分な精査が必要である。

　ただし、将来的に無償資金協力が可能になった場合、中学や高校の学校建設への協力は検討さ

れるべきであろう。遅々としていながらもEFAの着実な進展から中等教育への需要の拡大は既に

始まっており、政策的にも小学校に付設する Post Basic Education が導入されている。中等教育

では学校建設での住民参加も限定的であり、１村１学校の原則もないため、健全なスクールマッ

ピングが施されれば、建設の意義は大きいと考えられる。

５．数学分野教員指導書作成のための専門家派遣

　数学分野の教員指導書の作成は、UNICEFが協力を約していたものであるが、ガイドラインの

作成のみが行われ、現在に至っている。CCAプロジェクトの今後の展開を考えると、数学分野

においても、早期に専門家を派遣し、教員指導書を作成することにより、より総合的な事業展開

が期待できる。

６．ドナー調整の必要性

　前述のように、ミャンマーでは教育省にとっての主要ドナーが JICAとUNICEFのみという状

況である。現在のところ、教育省にはこの２つのドナーの協力を調整していこうとする明確な

方向性は存在しておらず、単に事業の対象タウンシップに重複のないように配慮がなされてい

るのみであった。UNICEFのCFSは総合的なアプローチであり、JICAのCCAがその一部である

教員の授業方法に焦点をあてた協力であることをかんがみると、両者が協力して、マニュアル
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や研修モジュールなどの共有化を行うことの意義は大きいと考えられる。また、DFIDは今後の

教育分野での協力を模索している状況であるが、JICAとUNICEFの援助調整に加わることを強

く希望していた。DFID担当者からは、両者の調整が進めば、単独では動きにくいDFIDが両者

の事業の一部に資金だけを拠出できる可能性もある、との話もあった。現状では、セクタープロ

グラムのような援助調整には全く現実味がないが、今後ミャンマー教育分野でのドナーの数が

増加しいく可能性もあり、国際協力の効果を最大化し、将来的に日本が援助調整をリードしてい

くためにも、徐々に援助調整の枠組みを日本のイニシアティブにより、整えていく時期であると

考える。
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第５章　結　　　　　語

　ミャンマーは、特殊な政治状況の下、教育予算も少なく、また教育分野の主要ドナーもJICAと

国連児童基金（UNICEF）のみという独特な状況のなかで、EFAの達成に向けて自立的に努力し

ている国である。JICAが実施に協力しているCCAは、EFAの実現のために不可欠な方向性で

あるが、長期的にはこの国の民主化に資するものであることは明瞭であろう。本調査では、今

後のEFAの達成のために、特に教育行政の中央集権を問題視し、マイクロプランニングの本格

的な導入を提言した。マイクロプランニングの導入も、地方分権化・コミュニティーによる意

思決定に道を開くものであり、長期的には行政機構の民主化に貢献するものであろう。

　最後に、本調査のために、大勢のJICA関係者のお世話になった。特に、JICAミャンマー事務

所 佐々木所長・菅原職員、人間開発部 小塚職員・宮下職員、アジア第一部 嶋田職員、インター

ンの堀内さん、藤林さんには記してお礼申し上げたい。また、ミャンマー教育省の本調査への積

極的で真摯な協力に、伏して深謝を申し上げる。
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